
 

 
 

平成 2８年監督指導実施結果の概要 
 

～「過重労働解消キャンペーン」期間中の重点監督では 2 割の  

事業場において 100 時間超の時間外・休日労働が認められた～ 

神奈川労働局（局長 藤永 芳樹）は、平成２８年に県下の労働基準監督署が実施した監督

指導の結果を取りまとめた。 

 

 

１ 年間の監督指導結果の概要（別紙 1～3参照） 

平成２８年に監督指導を実施した 5.101事業場のうち、何らかの労働基準関係法令

違反が認められ、是正勧告＊を行ったのは 3,291 事業場であり、違反率は 64.5％で

あった。主な違反事項は、 

・労働時間に関するもの  1,332事業場（違反率 26.1％） 

・割増賃金に関するもの   736事業場（同上   14.4％） 

・安全基準に関するもの   692事業場（同上  13.6％） 

などであった（１つの事業場に複数の違反事項が認められることがある）。 
 

＊ 是正勧告とは、労働基準監督官が監督指導において労働基準関係法令違反を認めた場合に、それを指摘

し、是正を文書で指導するもの。 

 

２ 「過重労働解消キャンペーン」期間中の重点監督結果の概要（別紙 4参照） 

上記 1 のうち、「過重労働解消キャンペーン」期間（11 月）中には、長時間の過重

労働による過労死等に関する労災請求のあった事業場や、若者の「使い捨て」が疑われ

る事業場など、419 事業場に対する重点監督を実施したところ、36 協定の範囲内の

適法なものを含め 208 事業場（49.6％）において 1 か月 80 時間を、84 事業場

（20.0%）において 1か月 100時間を超える時間外・休日労働が認められた。 

労働時間・休日労働の実績（実績が最も長い労働者の労働時間） 

1か月で 80時間超   208事業場（49.6％） 

うち月 100時間超   84事業場（20.0％） 

うち月 150時間超   10事業場（ 2.4％） 

うち月 200時間超       1事業場（ 0.2％） 

 

神奈川労働局においては、長時間にわたる過重な労働による健康障害防止をはじめとし

て、法定労働条件の履行確保や労働災害の防止に向けて、引き続き的確な監督指導を実施

し、重大・悪質な事案については、送検手続をとるなど厳正に対処することとしている。 
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図１ 違反が多かった主な事項 

 
※ 労基法：労働基準法、安衛法：労働安全衛生法 

※各違反の態様については、「違反が多かった主な事項の典型例」（別紙３）を参照。 

 

図２ 主な業種別の労働時間違反率 
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【違反が多かった主な事項の典型例】 

事項 法違反の典型例 

労働条件の明示 

（労基法 15条） 

・労働者を雇い入れる際に、賃金額や支払方法等法定事項

について労働条件通知書を交付していないもの 

・書面の交付はあるものの、記載すべき項目が不足してい

るもの 

賃金支払 

（労基法 24条） 

・賃金の全部又は一部を、所定支払期日を過ぎても支払っ

ていないもの 

・賃金控除協定がないのに、賃金の一部を控除しているも

の 

労働時間 

（労基法 32・40条） 

・時間外労働に関する協定を締結・届出していないのに、

法定労働時間を超えて時間外労働をさせていたもの 

・協定の締結・届出はあるものの、その協定で定めた時間

を超えて長時間の時間外労働をさせていたもの 

割増賃金 

（労基法 37条） 

・時間外労働、深夜労働を行わせていたのに、法定割増賃

金（通常賃金の 2割 5分以上）を支払っていないもの 

・休日労働を行わせていたのに、法定割増賃金（通常賃金

の 3割 5分以上）を支払っていないもの 

・割増賃金の算定基礎に必要な手当を含めていないもの 

就業規則 

（労基法 89条） 

・10人以上の労働者を使用しているのに、就業規則を作成

していないもの 

・作成又は変更した就業規則を労働基準監督署長に届け出

ていないもの 

賃金台帳 

（労基法 108条） 

・事業場ごとに賃金台帳を調製していないもの 

・手当額、労働時間等の法定事項を賃金台帳に記載してい

ないもの 

安衛管理体制 

（安衛法 10～19条） 

・50人以上の労働者を使用しているのに、法定の管理者(産

業医、安全管理者、衛生管理者など）を選任していないも

の 

安全基準 

（安衛法 20～25条） 

・高さが 2メートル以上の場所で、作業床の端に墜落防止

のための手すり等を設置することなく作業を行わせてい

るもの 

・プレスや木工用の機械に有効な安全装置を設けていない

もの 

・建設機械等との接触防止の措置を講じていないもの 

衛生基準 

（安衛法 20～25条） 

・屋内作業場等において第二種有機溶剤等に係る有機溶剤

業務を行わせるに当たり、局所排気装置を設けていないも

の 

・有機溶剤等の色別区分表示を行っていないもの 

健康診断 

（安衛法 66条） 

・１年以内ごとに１回、定期健康診断を行っていないもの。 

・有機溶剤や特定化学物質の取扱い等の有害業務に従事す

る労働者に、６か月ごとに１回、特殊健康診断を行ってい

ないもの 
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別紙４

労働時間
賃金不払
残業

健康障害
防止

209 122 12 19
〔49.9%〕 〔29.1%〕 〔2.9%〕 〔4.5%〕

合計 １～９人 10～29人 30～49人 50～99人
100人～
299人

300人以
上

72 135 62 58 67 25
〔17.2%〕 〔32.2%〕 〔14.8%〕 〔13.8%〕 〔16.0%〕 〔6.0%〕

合計 １～９人 10～29人 30～49人 50～99人
100人～
299人

300人以
上

33 48 26 30 77 205
〔7.9%〕 〔11.5%〕 〔6.2%〕 〔7.2%〕 〔18.4%〕 〔48.9%〕

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

323
〔77.1%〕

①基準2（1） ⑵基準2（3）ア ③基準2（3）イ ④基準2（3）ウ ⑤基準2（5） 基準2（6）

31 388
〔7.4%〕 〔92.6%〕

１月45時間以下 １月45時間超え
80時間以下

１月80時間超え
100時間以下

１月100時間超
え150時間以下

１月150時間超
え200時間以下

１月200時間超
え

94 117 124 74 9 1

419

平成28年度長時間労働に係る監督指導結果（11月重点監督分）(神奈川労働局)

監督実施
事業場数

違反件数
〔違反率〕

違反状況〔違反率〕

①～⑦いずれ
かの指導を行っ
た事業場数 80時間超え100

時間以下かつ
申出者に対する
面接指導等未
実施

100時間超え又
は2ないし6月平
均80時間超え
の対象者に対
する面接指導
未実施等

100時間超え又
は2ないし6月平
均80時間超え
の労働者を面
接指導等非対
象

45時間超えか
つ健康に配慮
が必要な者に
対する面接指
導等未実施

事業場の規模別の重点監督実施件数

419

企業の規模別の重点監督実施件数

419

専用指導文書に基づく指導状況

始業・終業時
刻の確認及
び記録

自己申告制
の説明

衛生委員会等
における調査審
議未実施

45時間以内へ
の削減

80時間及び45
時間以内への
削減

面接指導等実
施に係る方法・
体制の整備等

1 21 2 39 133 187 4

労働時間適正把握基準に係る状況

指導票交付の有無 指導票交付「有」の場合の指導事項

1

労使協議組
織の活用

14 2 19 2 0 0

時間外・休日労働の実績

実績が最も長い労働者

実態調査の
実施

阻害要因の
排除

管理者の責
務

有 無


